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タイにおける日系企業のコア人材育成
―2002 年調査および現地企業との比較を中心に―
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【Abstract】
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Thailand. Core personnel 
represents the particular person that is selected as a main stream management personnel at the early 
stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is expected to play a 
role in a company in the future.
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1.　はじめに：研究の目的
　タイは，2000 年代後半からタクシン政権と反
タクシン政権の対立による政局不安，2011 年に
は世界のサプライチェーンに影響を及ぼす大洪水
があったが，日本企業のタイ向け投資は減少する
どころか，むしろ増加傾向を持続している。これ
は，日本企業にとってタイが他に代えがたい投資
対象国であることを示すものである。国際協力銀
行の調査によれば，タイは日本企業が投資するう
えで中期的（今後 3 年程度）に有望な国の 4 位
（インド，インドネシア，中国に次ぐ）となって
いる 1）。
　タイへ日本企業は続々と進出しているが，海外
における日系企業の経営に関しては以下のような
課題が指摘されている。海外では，生産現場で有
効な内部育成・内部昇進，そして結果的に生じる
遅い昇進が，ホワイトカラーに敬遠され，せっか
く育成してもすぐにやめてしまう。また，幹部候
補の早期選抜・育成も，日本企業の伝統的な人的
資源管理になじまず，海外子会社人材の活用にお
いて日本企業が欧米企業に後れを取る要因とされ
ている 2）。また，日本企業における人事面の現地
化の遅れ，すなわち日系企業では経営者層になれ
ない（なりにくい）ということが現地人スタッフ
の昇進に対する不満となり，有能な人材の採用や
定着に関する問題を引き起こしていると言われて
いる 3）。これらの問題を解決するには，日本企業
で行われているHRMシステムを職能資格制度か
ら職務等級制度へ改革する必要があるとされてい
る 4）。
　鈴木の 1997 〜 2001 年に行ったアジア 10 か国
（中国，シンガポール，マレーシア，タイ，フィ
リピン，インドネシア，ベトナム，香港，台湾，
韓国）の日系企業の経営システムに関する調査で
は，日系企業自身は業績・成果を重視した処遇管
理を実施しているつもりでも，実際は年功序列型
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昇進・昇給制度が行われているという結果が明ら
かとなった 5）。
　海外の日系企業が「将来中核を担うと目される
コア人材をどのように選抜・育成・登用している
か」を調査（以下，「コア人材育成に関する調査」
と呼ぶ）することにより，前述の日系企業の課題
である（1）内部昇進・内部育成となっているか，
（2）早期選抜・育成になっているか，（3）経営者
層へ登用しているかについて，さらに（4）課題
を解決するのに必要とされる職務等級制度は導入
されているかについて明らかにしようとした。
　日系企業のコア人材育成に関する調査を，現在
までに鈴木はアジアの 13 か国・地域で計 21 回
行った（シンガポール，マレーシア，タイ，中国，
インド，香港，台湾，韓国，フィリピン，インド
ネシア，ベトナム，ミャンマー，カンボジア）6）。
この調査により現地国でどのような人的資源管理
を行うかは，日系企業が経営的に成功するか否か
にとって重要な要因であることが明らかとなった。
　2002 年のタイでの調査から 14 年経過した 2016
年に前回と同様の調査を行った。本調査の目的は，
タイの日系企業の人材育成の現状を明らかにする
ことにあるが，特に次の 3点に注力した。先ず第
1点は，14 年前の 2002 年調査との比較である。
前回調査で，タイはコア人材制度の受け入れ度が
2点（どちらかというと受け入れる）を上回って
いた 7）。ダイナミックな経済成長を続けるタイで
日系企業の人材育成はどのように変化しているの
であろうか。第 2は，首都バンコク以外の地域で
調査したことである。タイでは首都バンコクが圧
倒的な存在感を持っており，また前回は制約上バ
ンコクでしか調査ができなかった。第 3は，タイ
の現地企業 8）との比較である。タイ人経営者の
85％が「足るを知る経済」に基づく経営手法を
支持している 9）とされているが，タイ現地企業
（以下，タイ企業と記す）の人材育成はどのよう
に行われているのか実態を明らかにする。前回調
査と比較対照することで，日系企業が能力・業績
を重視し早期選抜・登用する人事制度を実施する
という方向に向かっているか，また，タイ企業と
比較することで，日系企業の能力・業績重視，早
期選抜・登用はどの程度のものかを明らかにした
い。
2.　アンケート調査結果の概要
　今回のタイにおける日系企業に対する調査は，
前回の調査と同様にアンケート用紙を送付する形
で行った。2016 年 8 月，今回は前述のように前
回の調査とは異なるバンコク以外の地域の企業を
中心に計 100 社へアンケート用紙を送付し，14
社から回答を得た（以下，調査年を明確にするた
め，16 年調査と略す）。内訳は，バンコク・メガ
リージョン（バンコク近郊 5 県，周辺 4 県）10）
から 12 社，その外側 2県から 2社である。具体
的には，近郊に属するパトゥンタニ県 4社，周辺
に属するチョンブリ県 5 社，ラヨーン県 2 社，
チャチュンサオ県 1社，バンコク・メガリージョ
ンの外側のプラチンブリ県 1社，サラブリ県 1社
である。なお，2002 年の調査（以下，同様に 02
年調査と略す）では日系企業 15 社から回答が
あった。在タイ日系企業の状況の理解の助けとす
るために，以前調査したアジア 13 か国の日系企
業の平均（以下 13 か国平均と略す）も併記する。
タイ企業は 10 社から回答を得た（2016 年 1 月に
調査を行い，すべてバンコク市に所在する企業で
ある）。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の本社の業種
　日系企業は 2回の調査とも製造業が 02 年調査
94.8％，16 年調査 92.8％と圧倒的である。16 年
調査の製造業で最も多かったのは機械関連製造業
（64.3％）で，2位が素材関連製造業（21.4％）で
ある。消費関連製造業が 42.1％から 7.1％へ大き
く減少している。16 年調査はアジア 13 か国平均
（機械関連製造業 43.4％）と比べると，機械関連
製造業の比率が高い。卸・小売り業（16 年調査
7.1％）はほぼ平均（6.2％）である。タイ企業は
金融・保険業が 30.0％で最も多く，次いで消費関
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連製造業 20.0％，以下機械関連製造業，建設・不
動産業，情報・メディア業，サービス・飲食店業，
その他が同率 10.0％である（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，日系
企業は 2回の調査とも 300 人以上の企業が半数以
上を占めており，大企業の比率が高い。02 年調
査の 63.6％から 16 年調査の 85.7％へ大企業の比
率が大きく上がっている。アジア 13 か国平均は
300 人以上の企業が 77.2％で，16 年調査企業の本
社は規模が大きいと言える。これは，今回は回答
が前述のようにバンコク以外の地方であり，規模
の大きな製造業が多かったからではないかと解釈
できる。タイ企業については表 6-1 現地（子）会
社の企業規模（従業員数）で取り上げる（表
2-1）。
　2-2.　海外子会社数
　日系企業は，多国籍企業の目安の 1つである海
外子会社を 5社以上有する企業は 11 社で，回答
のあった企業での比率は 78.6％である。16 年調
査では多国籍企業としての要素をクリアする企業
が多い（表 2-2）。
　3.　現地（子）会社設立年
　日系企業は前回調査から 14 年経過したが，設
立年数 10 年以下の新しい企業は，02 年調査の
22.7％から 16 年調査の 14.2％へ比率が低下した
（特に設立年数 16 年以上の企業が 71.4％）。アジ
ア 13 か国の設立年数 10 年以下の平均は 40.9％で
ある。タイ企業は設立年数 11 年以上の企業が
80.0％を占めていて（すべて 16 年以上の企業），
5年以下の企業は 0である（表 3）。
　現地企業と日系企業の子会社を同一の表で比較
する場合，「現地（子）会社」と記す。以下同様。
　4.　現地（子）会社の企業形態
　02 年調査では合弁企業が圧倒的（63.7％，内訳
は多数合弁 36.4％，少数合弁 27.3％）で，単独出
資の比率が低かった（27.3％）が，16 年調査では
単独出資が 85.7％と大きく増加し，合弁企業の比
率が 14.3％（内訳は多数合弁のみ，少数合弁 0）
へ減少している。アジア 13 か国の単独出資の平
均は 66.2％で，16 年調査企業の進出形態は，単
独出資がアジア 13 か国の平均よりかなり多い。
タイ企業は単独出資が 80.0％で最も多く（株式会
社 7社，個人企業 1社），外資との合弁企業は 2
社である（20.0％）（表 4）。
　5.　現地への進出目的（1位を 3点，2位を 2点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　16 年調査は，1位現地市場（36.4％），2位安価
な労働力（28.6％），3位本社等関連企業との関係
表 1　本社の業種（％）
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.消費関連製造業 20.0 7.1 42.1 18.7
2.素材関連製造業 0 21.4 21.1 14.7
3.機械関連製造業 10.0 64.3 31.6 43.4
4.卸売・小売業 0 7.1 0 6.2
5.金融・保険業 30.0 0 0 1.3
6.建設・不動産業 10.0 0 0 3.4
7.情報・メディア業 10.0 0 0 1.5
8.サービス・飲食店業 10.0 0 0 1.1
9.運輸・通信業 0 0 0 5.0
10.エネルギー関連業 0 0 0 1.0
11.その他 10.0 0 5.3 2.9
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
300 人未満 0 14.3 36.4 22.8
300 人以上 100 85.7 63.6 77.2
表 2-2　海外子会社数  日系 16 年調査
海外子会社数 1 2 〜 4 5 〜 9 10 以上
社数 0 3 5 6
タイにおける日系企業のコア人材育成 15
（19.5％）で，ここまでが 10％以上である。4 位
第三国への輸出（9.1％）である。アジア 13 か国
の平均は，1位現地市場（32.4％），2位安価な労
働力（24.7％），3 位本社等関連企業との関係
（14.2％）である。16 年調査は，平均とほぼ同様
であるが，現地市場と安価な労働力がやや大きい。
これはタイで中間層が増加したため，現地市場を
目的に進出したからではないかと考えられる。前
回 02 年調査は，現地への進出目的を質問してい
ない（表 5）。
　6-1.　現地（子）会社の企業規模（従業員数）
　現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，
300 人以上の大規模な企業が 16 年調査は 02 年調
査より少し増え半数を超えている（02 年調査
45.4％，16 年調査 57.1％）。16 年調査では設立年
数 11 年以上の企業が 85.7％と大多数を占めてい
ることが関係し，規模が拡大していると思われる。
アジア 13 か国の平均は，300 人以上の企業が
36.7％なので，16 年調査は平均より多い。タイ企
業は 300 人以上の企業が 100％で，日系企業より
も大規模の企業が多い（表 6-1）。
　6-2.　ホワイトカラー従業員数別企業数（15 年
調査）
　現地子会社をホワイトカラー従業員数別に見る
と，1〜 9 人の企業が 1 社，10 〜 19 人の企業が
1 社，20 〜 29 人の企業が 2 社，30 〜 39 人の企
業が 1 社，40 〜 49 人の企業が 0，50 〜 99 人の
企業が 3社，100 人以上の企業が 6社で 1社平均
は 131.9 人である。ホワイトカラーが 1ケタしか
いない企業は 1社（7.1％）で，2015 年度に調査
したインドネシア，ベトナム，インドの日系企業
に比べて，ホワイトカラーの人数が多い（表
6-2）。
　6-3.　役員・管理職における日本人が過半数の
表 3　現地（子）会社　設立年（％） 表 4　現地（子）会社　企業形態（％）
表 5　進出目的（％）
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
16 年以上前 80.0 71.4 40.9
59.1
11 〜 15 年前 0 14.3 36.4
6 〜 10 年前 20.0 7.1 13.6 17.1
5 年以内 0 7.1 9.1 23.8
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
多数合弁 20.0 14.3 36.4 23.2
少数合弁 0 0 27.3 7.3
単独出資 80.0 85.7 27.3 66.2
その他 0 0 9.1 3.0
日系 16 年 13 か国平均
1.安価な労働力 28.6 24.7
2.現地市場 36.4 32.4
3.第三国への輸出 9.1 11.8
4.逆輸入 0 3.8
5.本社等関連企業との関係 19.5 14.2
6.法的・税制等の優遇措置 5.2 8.1
7.情報収集 0 5.6
8.その他 0 1.1
表 6-1　現地（子）会社の企業規模（従業員数，％）
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
300 人未満 0 42.9 54.5 63.2
300 人以上 100 57.1 45.4 36.7
表 6-2　タイ日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2016 年）
人数 1〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
社数 1 1 2 1 0 3 6 131.9
％ 7.1 7.1 14.2 7.1 0 21.4 42.9
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企業の比率
　16 年調査の役員および管理職において日本人
が過半数となっている企業の比率を見ると，役員
では日本人が過半数となっている企業が 100％を
占めている。管理職クラスでは日本人が過半数と
なっている企業は 42.9％である。アジア 13 か国
の平均は，役員クラスで 85.5％，管理職クラスで
27.9％であり，16 年調査企業は平均より現地化が
進んでいないと考えられる。（表 6-3）。
　7.　現地子会社へ移譲されている権限（全くな
いを 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点とし，
回答企業の平均をとった）
　16 年調査で最も委譲度の高いものは，人件費
総額（2.67），次に生産販売量の決定（2.17），現
地広報活動（2.00）で，2 点を上回る項目はこの
3つである。一方，あまりないの 1点以下の項目
は現地法人の役員人事（0.92），新事業の企業化
（0.55），の 2 つある。アジア 13 か国の平均で，
委譲度の 2点を超える高い項目は人件費総額，生
産販売量の決定，現地広報活動，固定資産の購
入・処分の 4つあり，低い項目の新事業の企業化
でも 1点は超えている。16 年調査はアジア 13 か
国の平均より移譲されている権限は少ないと思わ
れる（表 7）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業が，ホワイトカラーの中か
らコア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を，（1）コア人材の充足度，（2）採用方法（内部
昇進・内部育成に関わる）・選抜要件・決定時期
（早期選抜・登用に関わる），（3）昇進させる職位
（経営者層への昇進ができるかに関わる）と必要
な職種，（4）育成施策の実施率とキャリア形成の
パターン（職務給制度の採用と関わる），（5）定
着施策，（6）コア人材制度の評価と受け入れ度の
順に見る。
　8.　コア人材の充足度について（かなり不足を
－2点，やや不足を－1点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1点，かなり余剰を 2点と
し，回答企業の平均をとった）
　02 年調査は－1.20 であったが 16 年調査では
－1.36 で，02 年調査よりも不足感は強まり，ア
ジア 13 か国平均の－1.28 よりも不足感は強い。
この数字は，タイ企業は－0.70 で 16 年調査の日
系企業はもとより，02 年調査よりも不足感はか
なり弱い。（表 8）
　9-1.　採用方法について（選択肢 8，全くない
を 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点と
し，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，日系企業では 16 年調
査の 1 位は職業紹介機構を通じての採用（1.86）
で 02 年調査から変化しなかったが，第 2位のイ
ンターネットによる採用は 1.79 で 0.40 から 1.39
点大きく増加した。8つの選択肢のうち中位数の
1.5 点を超えるものはこの 2つだけである。他社
からヘッドハント（0.50），本社からの派遣・出
向（0.86），関連企業等からの出向・転籍（0.14）
は少なく，アンケート調査からみると，内部育成
が主であると考えられる。アジア 13 か国平均を
見ると，1 位は職業紹介機構を通じての採用
（1.67），2位は新聞・求人雑誌等による採用（1.36）
表 6-3　 役員・管理職において日本人が過半数
を占める会社の比率（2016 年，％）
日系 16 年調査 13 か国平均
役員 100 85.5
管理職 42.9 27.9
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 日系 16 年調査 13 か国平均
1.人件費総額の決定 2.67 2.64
2.固定資産の購入 ･処分 1.67 2.00
3.生産販売量の決定 2.17 2.31
4.利益処分・再投資 1.17 1.57
5.貸付 ･ 借入 ･債務保証 1.33 1.33
6.現地法人の役員人事 0.92 1.20
7.新事業の企業化 0.55 1.18
8.現地広報活動 2.00 2.05
表 8　現地コア人材の充足度
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
-0.70 -1.36 -1.20 -1.28
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である。本社からの派遣・出向（0.90）と他社か
らヘッドハント（0.73），関連企業等からの出向・
転籍（0.51）はアジア 13 か国平均でも少ない。
タイ企業はインターネットによる採用（2.78）が
最も多い。2 位は社員による紹介（2.50）で，3
位の新規学卒者の定期採用（2.00）も 2 点以上と
なっている。関連企業等からの転籍（職業紹介機
構を通じての採用と同率で 1.80）も中位数を超え
ていて，外部登用の可能性もある（表 9-1）。
　9-2.　コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1位を 3点，2位を 2点，3位
を 1点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件は 16 年調査では 1 位社内での実績
（18.6％，02 年調査と比べ＋ 2.5％，以下同様），2
位問題解決力（17.4％，－0.2％），3 位実行力
（16.3％，＋ 1.6％）である。1 位から 3 位までは
02 年調査と順位が変わっただけで比率は大差な
い。しかし，前回 1位だったリーダーシップが大
きく減少し（14.0％，－6.4％）4 位となった。他
に 10％以上のものは専門性だけである。選抜要
件のアジア 13 か国の平均は，1位リーダーシップ，
2位実行力，3位問題解決力である。タイ企業は
1位実行力（38.3％），2位は同率（10％）で学歴，
社内での実績，専門性で，10％以上のものはこ
こまでである。日系企業の 02 年，16 年調査の上
位に入っていない要件は学歴である（表 9-2）。
　10-1.　コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1つ回答）
　コア人材選抜の決定時期は 1位が入社後 5年以
上（57.1％）で，2 位は入社後 3〜 5 年（28.6％）
で，3位は入社後 1〜 3年（14.3％），入社時と入
社後 1年以内は 0である。コア人材として選抜す
るまでに入社後 3年以上かけている企業が 85.7％
で，入社後 3年以内に選抜する企業 14.3％である。
アジア 13 か国の平均では，入社後 3年以上かけ
ている企業が 61.3％で，入社後 3年以内に選抜す
る企業は 38.7％なので，16 年調査のタイ日系は
平均よりかなり遅い選抜である。タイ企業は
80.0％が入社後 3年以内にコア人材に選抜してい
表 9-1　現地コア人材の採用方法
採用方法 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.新規学卒者の定期採用 2.00 0.79 0.90 0.93
2.新聞，求人雑誌等による採用 1.10 1.23 1.40 1.36
3.職業紹介機構を通じての採用 1.80 1.86 1.60 1.67
4.他社からヘッドハント 0.90 0.50 0.60 0.73
5.本社からの派遣・出向 0.88 0.86 0.50 0.90
6.関連企業等からの出向・転籍 1.80 0.14 0.90 0.51
7.社員による紹介 2.50 0.86 0.90 1.10
8.インターネットによる採用 2.78 1.79 0.40 1.00
9.その他 0 0 0 0
表 9-2　コア人材の選抜要件（％）
選抜要件 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.語学力 3.3 9.3 1.5 8.0
2. 学歴（含資格，学位） 10.0 2.3 1.5 2.7
3.社内での実績 10.0 18.6 16.1 10.1
4.社内外の過去の実績 8.3 2.3 1.5 6.8
5.将来性 3.3 1.2 2.9 4.8
6.人柄 3.3 8.1 5.9 9.5
7.リーダーシップ 3.3 14.0 20.6 19.6
8.実行力 38.3 16.3 14.7 14.5
9.専門性 10.0 10.5 7.3 8.5
10.問題解決力 5.0 17.4 17.6 13.0
11.洞察力 5.0 0 10.3 2.7
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るので，16 年調査はもとより，13 か国の日系平
均よりももっと早く選抜している（表 10-1）。
　10-2.　コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，2回の調査とも
子会社の社長・役員が 8割近くから 9割以上を占
めて圧倒的である（02 年 78.1％，16 年 92.8％）。
2回の調査で変動はあまりないが，強いて言えば
本社人事部（13.7％から 0％）と現地子会社直属
上司（13.7％から 7.1％）が減少している。アジ
ア 13 か国の平均も子会社の社長・役員が圧倒的
である（81.1％）。タイ企業は直属上司が 54.5％
で最も多く，社長・役員は 36.4％で 2 位である
（表 10-2）。
　11-1.　昇進させる職位（選択肢 4，全くないを
0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点
とし，回答企業の平均をとった）
　昇進させる職位は，16 年調査も子会社部長ク
ラスまでが最も多い（2.00）ことに 02 年調査か
ら変動はない。子会社役員クラス，子会社社長，
本社役員クラスに昇進させる比率はやや減少した。
アジア 13 か国の平均も子会社部長クラスが圧倒
的である（2.26）。タイ企業のコア人材を昇進さ
せる職位は部長クラスはもちろん（2.90），役員
クラスの企業もかなり多い（2.10）（表 11-1）。
　11-2.　コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
全く必要としないを 0点，あまり必要としないを
1点，どちらかというと必要とするを 2点，非常
に必要とするを 3点とし，回答企業の平均をとっ
た）
　必要とする職種の 1位生産・技術（2.79），2位
財務・経理（2.29）の上位 2つの順位は前回調査
と変化はない。変動したのは 02 年調査では 4位
だった営業（2.00）が 0.50 点増加して 3位となっ
た。これは 16 年の調査対象企業の進出目的 1位
は現地市場で，02 年調査より 4％増加している
ので，営業職をより必要としているからだと考え
られる。2点以上はこの 3項目である。アジア 13
か国の平均は，1位は製造業が多いため生産・技
術（2.35）で，2 位が現地当局との折衝が必要な
財務・経理（2.20）である。タイ企業は同率
（2.60）1 位で，営業と財務・経理，3位総務・人
事（2.33）である。6項目すべて 2点以上である
（表 11-2）。
　12-1.　コア人材育成の施策（選択肢 4，全く実
施していないを 0 点，あまり実施して
いないを 1 点，どちらかというと実施
しているを 2 点，大いに実施している
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策は，16 年調査では 1位「コ
ア人材を意識したキャリア形成」が 1.54 で，中
位数の 1.5 点をわずかに超えているが，他の項目
で 1.5 点を超えているものはない。今回の調査で
表 10-1　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
決定する時期 現地 16 年 日系 16 年 13 か国平均
1.入社時 30.0 0 8.8
2.入社後 1年以内 30.0 0 8.4
3.入社後 1〜 3年 20.0 14.3 21.5
4.入社後 3〜 5年 20.0 28.6 28.2
5.入社後 5年以上 0 57.1 33.1
表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
決定するもの 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.現地（子）会社直属上司 54.5 7.1 13.7 8.1
2.現地（子）会社人事部門 9.1 0 4.5 4.1
3.現地（子）会社の特別委員会 0 0 0 2.0
4.現地（子）会社社長 ･役員 36.4 92.8 78.1 81.1
5.本社人事部 0 0 13.7 5.5
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もコア人材育成策の実施率は高くないと考えられ
る。アジア 13 か国の平均で 1.5 点を超えている
ものはなく，1位の「コア人材を意識したキャリ
ア形成」でも 1.41 で，アジア 13 か国のコア人材
育成策の実施率も高いとは言えない。一方，タイ
企業は 1位「コア人材を意識したキャリア形成」
2.70，2 位「コア人材を意識した能力開発プログ
ラム」2.40，3 位「社外の研修機関（含大学）へ
の派遣」2.30 でともに 2点を超えており，日系企
業よりもコア人材育成の施策の実施率がかなり高
い（表 12-1）。
　12-2.　キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，
「今まで」と「今後」で 1つずつ回答）
　キャリア形成パターンは変わった。02 年調査
では，今まで 1位だったパターン 3（一定年齢ま
で狭い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリス
トを育成するキャリア）が，今後はやや減り 2位
となる（42.9％から 36.4％へ）。今後は 3 位だっ
たパターン 1（一定年齢までに幅広い職務を経験
し，将来の中核となる人材を育成するキャリア）
が最も多くなる（23.8％から 45.5％へ）。16 年調
査では，今まで 1位であったパターン 2（一定年
齢までに一つの職務で専門性を身につけ，その分
野のプロフェッショナルを育成するキャリア）が
大幅に減り，最も少なくなる（57.1％から 20.0％
へ）。今後はパターン 3 が最も多くなる（28.6％
から 46.7％へ）企業が多い。職務給と関わるパ
ターン 2を大きく減少させている。アジア 13 か
国の平均パターンは，今までは 02 年調査と同じ，
今後は 16 年調査と同じである。タイ企業は今ま
ではパターン 2が最多であった（80.0％）が，今
後はパターン 1が増え，パターン 2が減り，同数
となる（40.0％）。また，パターン 3 は最少とな
る（20.0％）（表 12-2）。
　13.　コア人材を定着させるための施策（選択
11，全く有効でないを 0 点，あまり有効
でないを 1 点，どちらかというと有効で
あるを2点，非常に有効であるを3点とし，
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.（子）会社部長クラス 2.90 2.00 2.00 2.26
2.（子）会社役員クラス 2.10 0.50 0.90 1.07
3.（子）会社社長 0.80 0.21 0.30 0.42
4.本社役員クラス 1.11 0 0.10 0.13
表 12-1　コア人材の育成施策
育成施策 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.社外の研修機関（含大
学）への派遣
2.30 1.21 1.30 1.04
2.本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.44 0.79 0.90 1.11
3.コア人材を意識した能
力開発プログラム
2.40 0.93 1.10 1.21
4. コア人材を意識した
キャリア形成
2.70 1.54 1.80 1.41
表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.営業 2.60 2.00 1.50 1.90
2.総務・人事 2.33 1.86 1.60 1.95
3.財務・経理 2.60 2.29 1.70 2.20
4.開発・設計 2.00 1.50 1.30 1.65
5.生産・技術 2.30 2.79 2.00 2.35
6.法務・特許 2.30 1.38 0.50 1.22
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回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，2回の調査とも 1位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2位が昇進・昇格
のスピード（02 年調査では同率で能力開発の機
会の拡充も 2位）である。3位以下は異なり，16
年調査は 3位福利厚生の充実，4位同率で能力開
発の機会の拡充と裁量権の拡大である（2点以上
はこの 5つ）。福利厚生の充実が 5位から 3位に
順位を上げ，逆に能力開発の機会の拡充は 2位か
ら 4位に順位を下げている。アジア 13 か国の平
均は 1位給与・賞与の反映幅の拡大，2位昇進・
昇格のスピード，3位裁量権の拡大である。タイ
企業は，1 位は能力開発の機会の拡充，2 位給
与・賞与の反映幅の拡大，3 位昇進・昇格のス
ピードで，能力開発の機会の拡充を最も有効と考
えているところが日系企業と異なっている（表
13）。
　14.　コア人材制度の評価（選択肢 11，違うを
0点，やや違うを 1点，まあそうだを 2点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1番から 5番はプラス評価に関するも
図１　コア人材のキャリア形成のパターン
年齢
1
職務
一定年齢までに幅広い職
務を経験し，将来の中核
となる人材を育成する
キャリア
年齢
2
職務
一定年齢までに１つの職
務で高度な専門性を身に
つけ，その分野のプロ
フェッショナルを育成す
るキャリア
年齢
3
1
これまで
キャリア
形成の
パターン
今後 2 3
職務
一定年齢までに狭い範囲
の職務を経験し，企業内
スペシャリストを育成す
るキャリア
表 12-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
今までパターン 1 10.0 14.2 23.8 18.2
パターン 2 80.0 57.1 33.3 48.6
パターン 3 10.0 28.6 42.9 33.6
今後　パターン 1 40.0 33.3 45.5 40.0
パターン 2 40.0 20.0 18.2 26.5
パターン 3 20.0 46.7 36.4 33.8
表 13　コア人材を定着させる施策
定着施策 現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.給与・賞与の反映幅拡大 2.70 2.50 2.20 2.49
2.昇進 ･ 昇格のスピード 2.56 2.36 2.10 2.26
3.能力開発機会の拡充 2.80 2.07 2.10 1.99
4.裁量権の拡大 2.30 2.07 1.80 2.00
5.報奨金 ･奨励金制度 2.50 1.64 1.10 1.75
6.ストックオプション制度 1.13 0.92 0.20 0.73
7.社内公募制 2.50 1.15 0.20 0.82
8.表彰制度 2.00 1.57 1.20 1.56
9.福利厚生の充実 2.40 2.14 1.30 1.72
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ので，6番から 11 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して
　16 年調査は 1 位が「限られた資源を有効に活
用するシステムである」（2.14）で，2位は「人材
が流動化する中で有効な人材育成のシステムであ
る」（2.07），3 位「世の中の変化に対応できるシ
ステムである」（2.00）で，2点以上はこの 3つで
ある。02年調査と 1位と 2位の 2つは同じである。
タイ企業は，1位は「人材が流動化する中で有効
な人材育成のシステムである」（2.40）で，5項目
すべてで 2点以上であり，コア人材制度への評価
が高いと思われる（表 14-1）。
　（2）マイナス評価に関して
　16 年調査の上位は 1位「コア人材の要件を満
たす人材が少ない」（2.64），2 位「選抜のための
基準作りや評価が難しい」（2.57），3 位「コア人
材の育成に費用や時間がかかる」（2.29）となった。
2 点以上はこの 3 つで，02 年調査とは数値は変
わっているが，順番は変わっていない。タイ企業
は 1位の「コア人材として選抜されたものへの負
担が大きい」（2.40），2 位は同率（2.30）で「コア
人材の育成に費用や時間がかかる」と「コア人材
の要件を満たす人材が少ない」である。2点以上
はこの 3つである（表 14-2）。
　15.　コア人材制度という考え方の受け入れに
ついて（全く受け入れられないを 0 点，
あまり受け入れられないを 1 点，どちら
かというと受け入れられるを 2 点，大い
に受け入れられるを 3 点とし，回答企業
の平均をとった）
　（1）コア人材制度の受け入れについて，02 年
調査と比べると 0.28 点も減少し，1.92 となり，
アジア 13 か国の日系企業の平均 2.09 を下回った。
2回目の調査で 2点を下回ったのは，他にインド
ネシア 11）とインドがある 12）。前回調査も下回っ
たのは，インドとタイである。インドとタイの共
通点は，前回調査に比べ合弁企業の比率が下がっ
たことである。インドは 78.6％から 26.3％へ，タ
イは 63.7％から 14.3％へ，それぞれ低下した。単
独出資の比率が増えた分，日本企業の経営方法の
影響が強まったと考えられる。
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
1.世の中の変化に対応できるシステムである 2.30 2.00 1.90 2.12
2.限られた資源を有効に活用するシステムである 2.30 2.14 2.10 2.31
3.人材が流動化する中で有効な人材育成のシステムである 2.40 2.07 2.10 2.27
4.ホワイトカラーの選抜に有効なシステムである 2.30 1.50 1.80 1.85
5.能力があるものを魅きつけるシステムである 2.20 1.71 2.00 2.34
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
6.選抜のための基準作りや評価が難しい 1.78 2.57 2.30 2.33
7.コア人材として選抜されたものへの負担が大きい 2.40 1.86 1.60 1.52
8.コア人材の育成に費用や時間がかかる 2.30 2.29 2.20 2.30
9.コア人材の要件を満たす人材が少ない 2.30 2.64 2.40 2.44
10.コア人材以外の社員のモチベーションが失われる 1.60 1.38 1.00 1.37
11.人間関係がギクシャクする 1.40 1.33 1.00 1.20
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
現地 16 年 日系 16 年 日系 02 年 13 か国平均
2.10 1.92 2.20 2.09
表 15-2　 コア人材制度の設立年数別受け入れ度
（日系企業 16 年調査）
進出時期 社数 受け入れ度
11 年以上 12 1.83
6 〜 10 年 1 分からないとの回答
5年以内 1 3.00
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　タイ企業はアジア 13 か国の日系企業の平均と
ほぼ同じ 2.10 である。タイ企業の受け入れ度は，
調査した外国企業の中（ベトナム第 2 回調査
2.4713），ミャンマー 2.4314），韓国 2.2015），イン
ドネシア 1.8516），モンゴル 1.8317））では中位で
ある（表 15-1）。
　日系 16 年調査企業のコア人材制度の受け入れ
について設立年数別，ホワイトカラーの人数別，
コア人材の決定年数別にみると，
　（2）設立時期別では，11 年以上が 1.83 である
が，6 〜 10 年と 5 年以内は 1 社ずつしかなく，
しかも 6 〜 10 年は「分からない」との回答（5
年以内は 3.00）である。したがって，設立時期別
での受け入れ度について，11 年以上しか明らか
にできない（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1〜 9 人が
2.00，10 〜 19 人が 2.00，20 〜 29 人が 3.00，30
〜 49 人が 3.00，50 人〜 99 人が 1.67，100 人以上
が 1.67 である。ただし，1 〜 9 人が 1 社，10 〜
19 人が 1 社，20 〜 29 人が実質 1社（2社あるが，
内 1社は「分からない」との回答のため），30 〜
49 が 1 社である。49 人以下の 4社をまとめると
2.50 で，50 人以上が 1.67 である。ホワイトカラー
の人数が多くなるほど却って受け入れ度が低く
なっている（表 15-3）。
　（4）コア人材の決定年数別では，入社時と入社
後 1年以内は決定している企業はなかった。同 1
〜 3年が 1.50，同 3 〜 5 年が 1.50，同 5 年以上が
2.11 である。決定年数が遅い企業の方が受け入れ
度が高くなっている（表 15-4）。
　第 1回目の調査と第 2回目の調査を比較すると，
中国とベトナムは設立年数が長くなるほど受け入
れ度が高くなった 18）。一方，インドでは傾向的
にはホワイトカラーの人数が多くなるほど，また
決定年数が早くなるほど受け入れ度が高くなって
いる 19）。インドネシア 20）と韓国 21）ではタイと
同様いずれの傾向も特にない。
3.　ヒアリング調査結果の概要
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業群の中から 3社を対象
に 2016 年 8 月に実施した。実施した企業は地域
別では，パトゥンタニ県（ナワナコン工業団地）
所在である。
　1.　日系企業の業種は 3 社すべてが製造業
（100％）で，機械関連製造業 2 社（B，C 社），
消費関連製造業 1 社（A社）である。製造業が
多いのはアンケート調査と同様である。
　2.　日系企業の現地子会社設立年は，3社すべ
てが 16 年以上である（最も新しい企業でも設立
後 27 年）。11 年以上の企業の比率は 100％でア
ンケート（85.7％）より高い。
　3.　現地子会社の企業形態は，3社すべてが実
質的に日本側の単独出資である（日本親会社の現
地法人からの出資を受けている 1社を含む）。単
独出資の比率はアンケート（85.7％）よりも高い。
　4.　進出目的の 1 位は，安価な労働力が 2 社
（B，C社），本社等関連企業との関係が 1社（A
社）で，2位以下を含めてアンケートと同様に計
算すると，安価な労働力（38.9％），現地市場
（22.2％），本社等関連企業との関係（16.7％），以
下第三国への輸出と法的・税制等の優遇措置が同
率で（11.1％）である。アンケートの結果よりも
表 15-3　 コア人材制度のホワイトカラーの人数別受け
入れ度（日系企業 16 年調査）
ホワイトカラーの人数 社数 受け入れ度
1〜 9 1 2.00
10 〜 19 1 2.00
20 〜 29 2
3.00（内 1社は
「分からない」との回答）
30 〜 49 1 3.00
50 〜 99 3 1.67
100 以上 6 1.67
表 15-4　 コア人材制度の決定時期別受け入れ度 
（日系企業 16 年調査）
社数 受け入れ度
入社時 0
入社後 1年以内 0
入社後 1〜 3年 2 1.50
入社後 3〜 5年 3
1.50（内 1社は
「分からない」との回答）
入社後 5年以上 9 2.11
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現地市場の比率が低い。
　5.　現地子会社の企業規模はA社だけが 300 人
未満で，アンケート（57.1％）より大規模な企業
の比率が高い。ホワイトカラーの人数も，50 〜
99 人が 1 社（A社，33.3％），100 人以上が 2 社
（66.7％）であり，アンケートよりもホワイトカ
ラーの人数が多い。
　ここからコア人材について，（1）イメージと充
足度，（2）採用方法と選抜要件，（3）選抜の決定
時期，（4）昇進させる職位と必要な職種，（5）育
成施策とキャリア形成パターンの変化，（6）定着
施策，（7）受け入れ度の順に見る。
　（1）コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージについては，会社に忠誠心
を持っている人（A社），課長以上（B社），日本
人に代われる人材（C社）と三様である。
　充足度は，充足 1社，かなり不足 2社で，アン
ケートと同様に計算すると－1.10 で，アンケート
（－1.36）よりも不足感は弱い。アジアの日系企
業の中では充足度は低くない。
　（2）採用方法・選抜要件
　採用方法は，インターネットによる採用が各 2
社，職業紹介機構を通じての採用が 2社（複数回
答，特定の人材を募集する場合を含む）である。
職業紹介機構を通じての採用とインターネットに
よる採用が多いのはアンケートと同様である。後
述のコア人材選抜の決定時期が遅いことから，内
部育成・内部昇進が多いと考えられる。
　選抜要件をアンケートと同様に計算すると，日
系企業は 1 位社内での実績（27.8％），2 位同率
（16.7％）でリーダーシップと専門性，4位も同率
（11.1％）で将来性，人柄，問題解決力である。
10％以上はここまでである。1位はアンケートと
同じであるが，アンケートよりも社内での実績を
重視している。
　（3）コア人材選抜の決定時期について
　日系企業は，コア人材と見極めるのに入社後 3
〜 5 年が 1 社（B社），入社後 5 年以上 2 社（A，
C社）である。入社後 3年以上という企業の比率
（100％）はアンケート（85.7％）より多い。ヒア
リングした企業は早期選抜・登用とはいえないと
思われる。
　（4）コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　昇進させる職位は，子会社役員（C社），子会
社部長 2社（A，B社）である。C社は開業時，
タイ企業との合弁だったので，当初社長はタイ人
だったため子会社役員までは可能としている。実
質的にはアンケートと同様昇進は子会社部長まで
とする比率が高いと考えられる。
　必要な職種は，生産・技術 3社，営業，総務・
人事，財務・経理各 1社である。アンケートと同
様生産・技術が 1位である。
　（5）コア人材としての育成施策とキャリア形成
のパターンについて
　コア人材を意識したキャリア形成が 1社（A社，
日本へ出向させる），コア人材の要件である語学
力のサポートが 1社（C社），コア人材の育成施
策は実施していないので，現在コンサルタント会
社に依頼中 1社（B社）である。
　キャリア形成のパターンは，今後は「一定年齢
まで狭い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリ
ストを育成するキャリア」であるパターン 3が 2
社（A，B社），「一定年齢までに幅広い職務を経
験し，将来の中核となる人材を育成するキャリ
ア」であるパターン 1が 1社（C社）である。こ
れまでは「一定年齢まで 1つの職務で高度な専門
性を身に着け，その分野のプロフェッショナルを
育成するキャリア」であるパターン 2を行ってい
る企業が 2社（B，C社）あるが，今後は行わな
いため，職務給制の企業はなくなる。
　（6）コア人材を定着させるために有効な施策は，
「給与・賞与の反映幅の拡大」と「昇進・昇格の
スピード」が各 2社，「福利厚生の充実」が 1社
（A社）である。A社は同工業団地は給与水準が
他と比べて低いので，「給与・賞与の反映幅の拡
大」は定着に有効な施策とならないとしている。
タイ企業で最も有効性が高い「能力開発機会の拡
充」の有効性は認めているが，1位としている企
業はなかった。
　（7）コア人材制度については，どちらかという
と受け入れられるは 2社，あまり受け入れられな
いは 1社（B社）である。アンケートと同様に計
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算すると，1.67 でアンケート（1.92）よりさらに
低い。あまり受け入れられないとする B社は，
その理由にタイでは後輩が先輩より給料が高くて
はいけないという年功序列意識があることをあげ
ている。
4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を 16 年調査について，02 年調査とタイ企業との
比較を中心に見てきたが，（1）内部昇進・内部育
成に関わる採用方法，（2）早期選抜・登用に関わ
る決定時期，（3）経営者層となれるかに関わる昇
進させる職位，（4）職務給制度の採用と関わる
キャリア形成のパターン，（5）コア人材制度の受
け入れ度について，アンケート調査とヒアリング
調査を総合すると，以下のとおりである。
　1.　内部昇進・内部育成に関わる採用方法つい
て，日系企業は職業紹介機構とインターネットに
よる採用が多いが，次に見る 2.　早期選抜・登用
に関わる決定時期にあるように，16 年調査の選
抜はかなり遅いため（入社後 3年以上が 85.7％），
内部昇進・育成中心と考えられる。タイ企業はイ
ンターネットによる採用や社員による紹介が多い
が，関連企業等からの転籍の点数も低くなく
（1.80），外部登用の可能性もある。
　2.　早期選抜・登用に関わる決定時期について，
アジア 13 か国平均（入社後 3 年以上が 61.3％）
よりも 16 年調査の選抜（入社後 3 年以上が
85.7％）はかなり遅い。タイ企業は入社後 3年以
内に 80％がコア人材に決定しており，日系企業
と異なりかなり早い選抜・登用である。
　3.　経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について，16 年調査でもコア人材が昇進でき
る職位は子会社部長までが圧倒的なのは 02 年調
査と変わらず，日系企業ではあまり経営者層にな
れないという点は変わっていない。タイ企業は部
長はもちろん，役員まではかなりの比率（2.10）
で昇進可能としている。
　4.　キャリア形成のパターンについて，16 年調
査では今後職務給制度の採用と関わる 1つの職務
に限定するキャリアパターン 2を取る企業は大き
く減少し，3つのパターンの中で最も少なくなる。
タイ企業も今後はキャリアパターン 2を取る企業
は減少するが，3つのパターンの中で同率で 1位
であり，職務給制を採っている可能性は否定でき
ない。
　5.　コア人材制度の受け入れ度について，02 年
調査と比べると 0.28 点も減少し，1.92 となり，
アジア 13 か国の日系企業の平均 2.09 を下回った。
2回目の調査で 2点を下回ったのは，他にインド
ネシアとインドがあるが，前回調査を下回ったの
は，インドとタイである。インドとタイの共通点
は，前回調査に比べ合弁比率が下がったことであ
る。インドは 78.6％から 26.3％へ，タイは 63.7％
から 14.3％へ，それぞれ低下した。単独出資の比
率が増えた分，日本企業の経営方法の影響が強
まったと考えられる。また，ヒアリングであまり
受け入れられないとする B社が，その理由とし
てタイでは後輩が先輩より給料が高くてはいけな
いという年功序列意識があると解釈しているよう
に，日本の単独出資企業では，日本人から見た理
解が主となっていると思われる。
　タイ企業の受け入れ度はアジア 13 か国の日系
企業の平均とほぼ同じ 2.10 である。タイ企業の
受け入れ度は，調査した外国企業の中（ベトナム
第 2回調査 2.47，ミャンマー 2.43，韓国 2.20，イ
ンドネシア 1.85，モンゴル 1.83）では中位である。
　調査にご協力いただいた在タイ日系企業，現地
企業企業の方々には大変お世話になりました。謹
んで感謝を表します。
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事例1　機械関連製造業A社
1.　会 社 概 要
業　　種：サッシの枠の製造
設立年月：1987 年 9 月
進出目的：第 1位本社等関連企業との関係，第 2
位現地市場，第 3位安価な労働力
企業形態：日本側の多数合弁（70％，内訳は同
社の日本本社 50％，同社の日本親会社 20％），
同社の日本親会社の現地法人 30％。したがって，
実質的に日本側 100％。
　住宅設備メーカーである同社親会社が隣接し，
親会社から注文を受けている。
現地従業員数：220 人（内ホワイトカラー 50 人）
管理職数：9人（内日本人 5人）。タイ人管理職 4
人の内訳は最高位の GeneralManager1 人（以
下 GM，勤続 28 年女性），AssistantManager2
人（勤続 15 年以上男女），Accountant1 人（勤
続 4〜 5年女性）
役員数：8人（全員日本人）
　日本人社長秘書にヒアリングを行った。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材は会社への忠誠心を持っている人と考
えている。GM，AssistantManager とその下の
人たちとで差があるが，現在の陣容で必要になっ
た時に対処しなければならないので，コア人材は
充分であるとしている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　インターネットのジョブサイトに応募してきた
人に面接して採用を行っている。特定の職務が必
要な場合は，職業紹介機構を通して採用している
（Accountant はこの形で採用した）。
　コア人材の選抜要件として，第一に社内での実
績，第二に問題解決力，第三に人柄である。問題
解決力とは，例えば得意先から急な仕事を要請さ
れ，それに対応できる能力である。人柄はそれに
応えようとする性格である。
　コア人材となるかの最終決定は，タイ人のGM
が意見を出し，現地子会社の日本人社長が最終的
に決める。
　GM，AssistantManager などの管理職は長年
勤務してきた人であり，コア人材に決定するまで
の期間は，入社後 5年以上必要と考えている。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，日本や海外へ出向
させ，見聞を広めさせている。また，昇格時に面
接し，プレゼンテーションさせているが，これが
コア人材を意識したキャリア形成となっている。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでも
今後も同じ部の中だけで仕事の内容を変える一定
年齢まで狭い範囲の職務を経験させ企業内スペ
シャリストを育成する方法である。
5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材として，財務・経理職を除いた営業職，
総務・人事職，開発・設計職，生産・技術職およ
び法務・特許職が必要である。中でもタイは技術
者不足なので，特に生産・技術職が必要である。
　コア人材の昇進は，部長（GM）までと考えて
いる。次の候補者はいることはいるが，まだ時間
がかかると思われる。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大が有効と考えているが，同工業団地は業
種の関係で他の工業団地に比べ給与水準が低く，
給与は有効な施策にならない。他に昇進・昇給の
スピード，能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，
表彰制度，福利厚生の充実が有効であるが，なか
でも福利厚生を充実させている。例えば，住宅手
当・社宅の支給，医療費の補助などである。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用や時間がかかるが，
限られた資源を有効に活用するシステムであるた
めどちらかというと受け入れられる。同社は人材
育成が弱かったことを反省し，コンサルタント会
社を入れて評価制度を作っている最中である。
資料　ヒアリング調査の記録　タイにおける日系企業
（3 社ともバンコク郊外ナワナコン工業団地）
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事例2　機械関連製造業B社
1.　会 社 概 要
業　　種：部品製造業
設立年月：1989 年 4 月
進出目的：第 1位安価な労働力，第 2位現地市場，
第 3位第三国への輸出
企業形態：単独出資
現地従業員数：380 人（内ホワイトカラー 100 人）
管理職数：25 人（内日本人 13 人）。タイ人管理
職は部長 4人，課長が 8人。
役員数：4人（日本人 3人，社長と副社長）タイ
人役員は勤続 26 〜 7 年の経理出身の女性である。
　同社総務部長（経理，販売も担当）にヒアリン
グした。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージは課長以上である。創業時
から働いている人が 50 代半ばから後半になって
いるが，代われる人が育っていないので，コア人
材はかなり不足していると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　コア人材は，職業紹介機構，新規学卒者の定期
採用，新聞・求人雑誌等，インターネットにより
採用している。職業紹介機構を通じての採用が最
も多い。
　コア人材の選抜要件は，第一にリーダーシップ，
第二に社内での実績，第三に人柄である。責任を
負いたくない人が多いので，リーダーシップは他
の人を引っ張る力である。これは人柄とも重なる。
　コア人材を最終的に決定するのは子会社の社
長・役員であり，決定する時期は入社後 3〜 5年
である。最低 3年働かないと将来性がわからない。
また，3年勤めると長く勤まる。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　一般的な社員研修は実施しているが，コア人材
の育成施策は実施していない。今後育成施策を実
施予定で，コンサルタント会社に依頼していると
ころである。
　コア人材のキャリア形成は，今までは一定年齢
まで 1つの職務で高度な専門性を身につけ，その
分野のプロフェッショナルを育成する方法である
が，今後は一定年齢までに狭い範囲の職務を経験
し，企業内スペシャリストを育成する方法に変え
るつもりである。
5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材の職種としては，現地市場の販売には
営業職が，工場内の技術伝承には生産・技術職が
非常に必要である。
　コア人材の昇進は，役員にタイ人 1人が昇進し
ているが，後に続くものは今のところいないので，
当面は部長クラスと考えている。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発の機会の拡充，裁量権の拡大，
表彰制度，福利厚生の充実等がコア人材の定着に
有効である。中でも給与・賞与の反映幅の拡大と
昇進・昇格のスピードが最も有効であると考えて
いる。この 2つは自分の評価がはっきりわかるか
らである。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，世の中の変化に対応できるシ
ステムであるが，コア人材の要件を満たす人材が
少なく，また選抜のための基準作りや評価が難し
いためあまり受け入れらないと考えている。さら
に，タイでは会社の後輩が先輩より給料が高くて
はいけない等年功序列意識があるからである。
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事例3　機械関連製造業C社
1.　会 社 概 要
業　　種：医療機器製造
設立年月：1978 年 3 月
企業形態：単独出資
進出目的：第 1位安価な労働力，第 2位法的・税
制等の優遇措置，第 3位第三国への輸出。
現地従業員数：1802 人（ホワイトカラー 233 人）
管理職数：23 人（内日本人 5人）。タイ人部門長
6人中 5人は女性。
役員数：10 人（内日本人 6 人）社長は日本人，
日本人役員 5人は上級部門長を兼任。副社長は
タイ人。タイ人役員 4人中 3人は女性。これはナ
ワナコン工場だけでなく，コラート工場を含めた
ものである。
　日本人総務部門長にヒアリングした。
2.　コア人材のイメージ・充足度
　コア人材のイメージは，日本人に代われる人材
である。同社は合弁でスタートし，当時は日本本
社からの独立意識が強かったが，日本の単独出資
に変わり，子会社となってから日本からの指示待
ちとなった。創業当時からいる独立意識が強かっ
た管理職から下に引き継げていない。コア人材は
かなり不足と感じている。
3.　コア人材の採用・選抜・決定
　コア人材の採用は，インターネットの募集に応
募してきた人に面接して採用している。
　コア人材の選抜要件は，第一に専門性，第二に
将来性，第三に語学力である。認証や医薬局等の
対外的な面からも専門性は必要である。将来性は
バランスよく育ってほしい。マネージャー以上と
のコミュニケーション言語は英語なので，コア人
材の要件として英語は必要である。
　コア人材は現地子会社の上司が推薦し，現地子
会社の社長・タイ人役員が最終的に決定する。決
定する時期は，本来は入社後 3〜 5年であるが，
現在は人材が育っていないので入社後 5年以上で
ある。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材の要件で
ある語学力の向上サポートを行っている（英語だ
けでなく日本語も）。コア人材を意識した能力開
発プログラムや大学の講座派遣を検討中である。
　コア人材のキャリア形成は，今までは 1つの職
務で高度な専門性を身に着けるプロフェッショナ
ルを育成する方法であったが，今後は一定年齢ま
でに幅広い職務を経験し，将来の中核となる人材
を育成する方法に変えるつもりである。セクショ
ナリズムの強い人が多いので，それを崩したいと
考えている。将来経営者になるには，いろいろな
体験をベースに持っていることが必要であり，現
在のタイ人役員も購買担当者が総務担当者になり，
開発担当者がQA担当者になったと説得してい
るところである。
5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材の職種として，メーカーなので先ず生
産・技術職が，次に賃金体系の確立のため総務・
人事職が，さらには財務・経理職も非常に必要で
ある。
　コア人材の昇進は，現在もすでに役員に昇進し
ているので役員までは可能であるが，社長は難し
いと考えている。合弁の時代は，日本側が少数
だったので，社長はタイ人であった。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大と昇進・昇格のス
ピードがコア人材の定着に非常に有効である。そ
の他，能力開発の機会の拡充や福利厚生の充実も
有効であると考えている。能力開発の機会の拡充
では，外部のトレーニングや講習会に参加させて
いるが，会社が勉強させてくれると受け取ってい
る。福利厚生の充実では，医療補助，有給休暇，
昼食の無料提供などを行っている。マネージャー
以上には年 6日分のホテル代を支給している。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の選抜の基準作りや
評価が難しいが，限られた資源を有効に活用し，
人材が流動化する中で有効な人材育成システムで
あるので，どちらかというと受け入れられると思
われる。人材の評価は役員による個人的なもので
行われているのが現状である。
（2018 年 1 月 19 日　受稿）2018 年 3 月 1 日　受理
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